
第1回
浅口市水道事業運営審議会

令和5年10月10日
〜浅⼝市における⽔道事業の現状〜
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浅口市上下水道部水道課



第1回審議会の説明内容
浅口市における水道事業の現状

1. 水道事業について

2. 浅口市水道事業の沿革

3. 浅口市水道事業の概要

4. 浅口市水道事業をとりまく環境と予測
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1.⽔道事業について
【目 的】
水道事業の目的は、水道法第一条で規定されています。

水道法
（この法律の目的）
第一条 この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的なら
しめるとともに、水道の基盤を強化することによつて、清浄に
して豊富低廉な⽔の供給を図り、もつて公衆衛生の向上
と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。
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【基本原則】

一 ⽔道事業 九 市場事業
二 工業用水道事業 十 と畜場事業
三 交通事業 十一 観光施設事業
四 電気事業 十二 宅地造成事業
五 ガス事業 十三 公共下水道事業
六 簡易水道事業
七 港湾整備事業
八 病院事業

地方財政法施行令第46条（公営企業）

企業会計原則
・発生主義
・複式簿記

経営 経費 経理

経理方法

公営企業
地方公共団体が、住⺠の福祉の増進を

目的として設置し、経営する企業

⽔道事業

負担の明確化独立採算制 特別会計

地方財政法第6条
（公営企業の経営）
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◎水道事業の経営 独立採算制
事業費を⽔道料金収入でまかなっています。

◎水道事業の経費 負担の明確化
原則、財源に税金を使うことができません。

◎水道事業の経理 特別会計
特別会計を設け、自立した事業活動を行います。
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【会計の仕組み】
水道事業の会計の仕組みは、３つの区分（【収益的収支】 【資本的収支】【留保資金】）に分
かれています。
【収益的収支】

日々の事業を運営するための取引
［収入］水道料金など
［支出］水を買う費用、人件費、水道施設の維持

に係る費用、減価償却費など

【資本的収支】
⽔道施設の整備や更新のための取引

［収入］補助金、借入金など
［支出］水道施設を建設する工事費

古くなった水道管を更新する工事費など

不足分
※収益的収支と
違い、収入が支
出を下回る。

建
設
費
企
業
債
元
金
償
還

企業債
補助金
など

⽔
道
料
金
な
ど

維
持
管
理
費

純利益

純利益を
積立

不足分
を補填

留保資金
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【留保資金】
将来⽔道施設を整備するための貯金
日々の事業を運営するための取引で生じた利益の
積立や減価償却費を計上することによって生じた
資金

収益的収支で生じた利益
↓

⽔道施設の整備や更新の
ために必要な資金

！利益が出ず、赤字が続いていくと、施設
の老朽化・災害対策費用のために必要とな
る資金が積み立てられず、安定した⽔道事
業の経営ができなくなります。

収益的
収支

資本的
収支

留保資金
日々の事業を運営
するための取引

水道施設の整備や
更新のための取引

将来水道施設を整
備するための貯金 7



【特 徴】
装置産業
水道事業は装置産業※であるため、
固定的に発生する費用の割合が
大きく、施設や管路の整備や
維持管理に多額の費用が
必要です。

⽔道事業のイメージ図

装置産業
生産やサービスの提
供のために、大型の
施設や装置を要する
産業 8



2.浅⼝市⽔道事業の沿革
鴨方町⽔道事業

昭和44年12月創設認可
⻄南水道企業団より浄水の供給を受け給水を開始。

寄島町⽔道事業
昭和44年12月創設認可
⻄南水道企業団より浄水の供給を受け給水を開始。

金光町⽔道事業
昭和45年3月創設認可
倉敷市より浄水の供給を受け給水を開始。

合 併
↓
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浅⼝市⽔道事業
平成18年3月、金光町・鴨方町・寄島町の３町が合併し、新たに
創設。
岡⼭県⻄南水道企業団（鴨方町・寄島町）及び倉敷市（金光町）
から浄水の供給を受け給水。

旧町⽔道事業創設時から約50年間
安心安全な⽔を安定的に供給
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3.浅⼝市⽔道事業の概要
【現 況】（令和4年度末時点）

《給水》
供 用 開 始 年 月 日

計 画 給 水 人 口 33,000 人

現 在 給 水 人 口 31,357 人

平成18年3月21日

《施設》
受 水 場 2

配 水 池 11

ポ ン プ 場 13

管 路 延 ⻑ 360.35 ｋｍ

施 設 能 力 19,000 ㎥／日

施 設 数

【組織体制】

産業建設課

産業建設課

浅口市役所

金光総合支所

寄島総合支所

上下水道係

上下水道係

工務係

業務係水道課上下水道部

《組織》

事業運営は、上下水道部水道課、金光総合
支所産業建設課、寄島総合支所産業建設課
で行っている。 職員数

損益勘定所属職員 5名
資本勘定所属職員 2名
合計 7名
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《施設一覧》
種別 受⽔場 種別 ポンプ場

1  唐船受水場 1  門石中継ポンプ場
2  ⻄川尻受水場 2  竹坂加圧ポンプ場

3  奥追加圧ポンプ場
種別 配⽔池 4  駅前加圧ポンプ場

1  阿坂配水池 5  大峠加圧ポンプ場
2  野原配水池 6  駅前団地加圧ポンプ
3  道木高区配水池 7  ⻄六加圧ポンプ場
4  道木低区配水池 8  鴨方北加圧ポンプ場
5  聖ヶ丘配水池 9  東六加圧ポンプ場
6  遥照⼭配水池 10  ⼭ノ神加圧ポンプ場
7  ⼭ノ神配水池 11  鍋谷加圧ポンプ場
8  鴨方北配水池 12  尾焼加圧ポンプ場
9  ⻄六配水池 13  片本加圧ポンプ場

10  東六配水池
11  ⻄部地区配水池 12



【料 金】
浅⼝市の料金体系

二部料金制（基本料金+従量料金）
�基本料金*1：口径別料金制（給水装置の口径に応じて料金を決める方式）
�従量料金*2：口径別単一従量料金（水量の多寡にかかわらず単一の料金とするもの）

*1 基本料金:水量に関係なく、定額で発生する料金。
*2 従量料金:使用した水量に応じて決まる料金。

《料金表》

計算式
｛基本料金+（従量料金×（使用量-基本使用量））｝×1.10（10円未満四捨五入）

浅⼝市が誕生して
約17年間

値上げをしていない
13

○浅口市給水条例 別表(第31条関係)

使用水量 料金(円) 使用水量 1m3につき(円)
13 8m3まで 1,320 8m3を超えるもの 154
20 〃 1,650 〃 154
25 〃 1,980 〃 154
40 ― 2,750 使用水量につき 159.5
50 ― 4,510 〃 159.5
75 ― 11,660 〃 159.5

100 ― 21,340 〃 159.5
浴場営業用 100m3まで 8,470 100m3を超えるもの 126.5

特別用 使用水量につき 264

口径(mm）
及び種別

1箇月当たりの基本料金（税込） 従量料金（税込）



4,510 4,400 4,390 4,301 4,290 4,268 4,180

3,762 3,740 3,734 3,660 3,630 3,575 3,465
3,311

3,170

3,080
2,772 2,750

2,612 2,563

2,200 2,178
1,980

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
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（円/月）

1 か月当たりの家庭用料金の比較
２０ｍ³／月 （家庭用またはφ１３mm） 円

料金 県内平均

（浅口市水道課調べ）

令和5年4月1日現在

県内２４市町別⽔道料金の比較
※ 1 か月当たりの家庭用料金の比較２０ｍ³／月 （家庭用またはφ１３mm） 円

浅⼝市：３，１７０円（県内２４市町平均３，４３８円）

県内２４市町
平均３，４３８円
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【経営の状況】（令和4年度決算）

【収益的収支】日々の事業を運営するための取引

収益：692,417千円
費用：711,784千円

純損失 ：19,367千円

（税抜）

【資本的収支】⽔道施設の整備や更新のための取引

収入：127,485千円
支出：159,653千円

不足額 ：32,168千円

（税込）
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【経営指標に関する事項】

料金回収率（％）：供給単価÷給水原価×100

（令和4年度）88.91％
【指標の意味】
給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを
表した指標。料金水準等を評価することが可能。
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供給単価と給⽔原価・料⾦回収率の推移

供給単価（円） 給水原価（円） 料金回収率（％）

供給単価
水1㎥あたり、どれだけの収益を得ているかをあらわ
すもの。
給⽔原価
水1㎥あたり、どれだけの費用がかかっているかをあ
らわすもの。

事業に必要な費用を給⽔収益
でまかなえていない状況。
→適切な料金収入の確保が求
められる。 16
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4.浅⼝市⽔道事業をとりまく環境と予測
給⽔人⼝及び有収⽔量（⽔道料金の対象となる使用⽔量）

平成18年度
3,409千ｍ3

平成28年度
3,296千ｍ3

▲113千ｍ3

令和4年度
3,255千ｍ3

▲41千ｍ3

令和8年度
3,251千ｍ3

減少見込

見込

工業団地の整備等、使用
水量増加の要素もありま
すが、市の人口減少等に
伴い、水道の使用量は減
少傾向にあり、今後もそ
の傾向が続くと見込まれ
ています。

人⼝の減少等に伴い、
⽔道の使用⽔量が減少

予測
工業団地（第2期）

整備を見込む
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工業団地（第2期）
整備を見込む

給⽔収益（⽔道料金収入）
平成18年度
542,520千円

平成28年度
532,751千円

▲9,769千円

令和4年度
534,488千円

工業団地の整備等、収益
増加の要素もあります
が、使用水量の減少に
伴って、収入も減少傾向
にあり、今後もその傾向
が続くと見込まれていま
す。

令和8年度
533,814千円

減少見込

見込

1,737千円

⽔道の使用量
の減少に伴い、

⽔道料金収入も減少

予測
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更新需要の増大

老朽化した施設の更新
需要の急増に伴い、更
新費用が増大

予測

高度成⻑期に整備された多くの水道施設
の経年化が進んでおり、今後、更新需要
が急増すると見込まれています。
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施設の耐震化の状況

令和3年度末 基幹管路の耐震化状況

全 国 114,461,000 47,208,000 41.2%
岡山県 4,351,800 1,113,700 25.6%
浅⼝市 121,827 2,037 1.7%

耐震適合性のある
管の延⻑（m）

基幹管路耐震適合
率（％）

基幹管路総延⻑
（m）

令和3年度末 配⽔池の耐震化状況

全 国 41,236,000 25,694,000 62.3%
岡山県 724,200 415,400 57.4%
浅⼝市 4,195 0 0.0%

配⽔池容量（㎥） 耐震化済み
配⽔池容量（㎥）

配⽔池耐震適合率
（％）

大規模災害に備えて
耐震化の対策費用が
増加

予測

近い将来発生すると予想
されている南海トラフ地
震や大規模災害に備え
て、施設・管路の耐震化
が求められています。
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「老朽化した施設の更新・耐震化」の整備費用を見込んだ更新需要を算定。

更新需要の算定

100年間で約347億円の更新費用

約3.5億円/年の更新費
用が必要

浅⼝市更新基準で更新した場合の更新費用

※浅⼝市更新基準
「適切な維持管理」を前提に、国が示している実用年数に基づく更新基準及び浅口市の維持管理の実績を考慮して更新費用を
算出。
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日々の事業を運営するための取引

収益的収入（億円）

収益的支出（億円）

令和7年度
収入の減少

単年度収支赤字

財政収支の見通しと資金残高の推移
「老朽化した施設の更新・耐震化」の整備費用を見込んだ更新需要に基づく財政収支の見通
しを算定。

23

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

（億円）

年度

【資本的収支】
水道施設の整備や更新のための取引

資本的収入（億円）

資本的支出（億円）

令和6年度〜
老朽化・災害対策費用の増加



12.0

10.3 10.6

9.0

7.4

5.8

4.3

2.7

1.1

△ 0.5

△ 2.2

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

資
金
残
高
（
億
円
）

年度

資金残高の推移
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経営の維持に
必要な資金

令和11年度
経営の維持に必要な

資⾦を下回る

※経営の維持に必要な資金
健全な経営を行うとともに、災害の発生等で収入が入らない場合でも、継続し
て水の供給を行うために、確保しておく資金。適正と考えられる資金は、給水
収益の6か月から1年分。浅口市は「5億円」に設定。

予測

令和６年度以降：
老朽化・災害対策費用の増加

令和７年度以降：
純損失（赤字）が発生

令和11年度
資金残高が経営の維持に必要
な金額（5億円）を下回る
→安定した経営の維持が困難
になる恐れ

令和14年度
資金残高が底をつく

令和14年度
資⾦が底をつく
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⽔道の使用⽔量の減少予測

⽔道料金収入の減少予測

老朽化施設の更新費用の増大予測

大規模災害対策の費用の増加予測

収入減↓ 費用増↑

赤字経営が続き、令和11年度に資金残高が
経営の維持に必要な金額を下回る

【まとめ】

使用⽔量の減少による料金収入の減少の見込み・老朽化・災害対策費用の増大の見込み
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安定した経営の維持が困難となる恐れ

事業の改善・効率化で経費の削減を図ると同時に、
必要な事業の財源を確保をするために

現行の⽔道料金の見直しが必要
26



【今後の方針】
健全な経営を確保するため、投資・財政の見通しを踏まえた、適正な料金水準を検討する。

【料金⽔準の算定方法】
水道料金算定要領に基づき、総括原価を算定して検討するものとする。

⽔道料金の見直しについて

27

総括原価とは
⽔道料金収入で回収すべき⽔道事業にかかる経費

①営業費用
人件費
薬品費
動力費
修繕費

減価償却費等

②資本費用
支払利息

資産維持費

③控除額
水道料金以外の

収益的収入

総括原価

総括原価 ＝
営業費用（①） ＋ 資本費用（②） − 控除額（③）

①営業費用…人件費、薬品費、動力費、修繕費、減価償却費等
②資本費用…支払利息、資産維持費
③控除額…水道料金以外の収益的収入
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目標：令和１５年度時点で資金残高５億円を維持
収支見通しから、令和15年度時点で安定経営（資金残高５億円）を維持すること
ができる料金水準を試算する。

建設投資 ： 基幹管路の耐震化、老朽化施設の更新
これまでの更新需要の状況および「老朽化した施設の更新・耐震化」の整備費用
を見込んだ更新需要の算定から令和6年度からの事業費を3.5億円と設定。

【算定条件】

算定期間：令和６年度〜令和１５年度の１０年間
料金算定の基礎となる原価を集計する期間。算定要領では概ね3年〜5年が基準と
されており、その期間ごとに料金の検証と見直しが求められている。今回は、令
和6年度〜令和15年度までの10年間の原価を集計し、財政の均衡が保たれるよう設
定を検討。
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国庫補助金： 基幹管路の耐震化にかかる事業費のおよそ３分の１程度
令和６年度より実施する基幹管路の耐震化について、現行の補助基準に基づいて
事業費のおよそ３分の１を見込む。

企業債の発行割合：起債対象事業費（事業費-国庫補助額）の３割程度
令和６年度より実施する老朽化した施設の更新・耐震化について、世代間の負担
格差を平準化することを考慮して、起債対象事業費（事業費-国庫補助額）の３割
程度を見込む。



項目 金額（百万円）
総括原価 6,258 
① 営業費用 7,186 
② 資本費用 688 
③ 控除額 1,616 

水道料金収入 5,395 
不足額 △ 863 
改定率 116%

【算定結果】
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算定期間10年間の総括原価の合計：6,258百万円
現行の料金体系での⽔道料金収入：5,395百万円

結果

約１６％の
増額改定が必要

改定率：
総括原価÷⽔道料金収入


